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平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。

3月13日のインド株式市場は大幅安となり、代表的な株価指数であるNifty指数が前日比▲5.1％の4623.6ポイント
で取引を終了しました。今回の下落の主な要因は以下のことが考えられます。

11日にFRB（米連邦準備制度理事会）をはじめ、米欧主要中央銀行による資金供給の協調対策が発表されたこと
を受け、一時、世界的に株式市場は落ち着く場面もありました。しかし、市場では、短期的には市場支援策となって
も長期的な解決策とはならないのではとの、効果に対する懐疑的な見方が広がり、米国の景気後退観測が強まる
中、再び不安定な動きとなりました。12日には、ニューヨーク・マーカンタイル取引所（NYMEX）の原油先物相場が１
バレル110ドルを超えたことから、世界的に消費が悪影響を受けるとの懸念が強まりました。さらに米国プライベート
エクイティのカーライル・グループ傘下の住宅ローン担保証券（MBS）ファンドの債務不履行などを受け、信用収縮
懸念が一層強まりました。

このような環境下、13日のインド株式市場は米国の景気後退観測が強まるという世界的な要因に加えて、12日に
発表された1月の鉱工業生産指数が前年同月比5.3％増と、市場予想に反して伸び率が鈍化したため、失望売りが
見られました。

今後の見通しといたしましては、2月末に発表された来年度のインド国家予算案を受け、個人消費への刺激が期
待されること、インドの成長力を見込んだ投資や対GDP比で高水準の国内貯蓄・投資比率などにより、８％程度の
GDP成長率は維持されると考えております。株式市場は、昨年来の米国サブプライム住宅ローン問題を巡る世界
的な信用収縮、景気減速懸念などの不安心理の解消に時間を要すると考えられることやイベントの発生により値動
きの荒い展開が予想されます。しかしながら、8％のGDP成長率、現在の金利水準、および為替レートを前提に予
想利益を考えますと、魅力的な株価水準であると考えられます。
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各国の株価指数の騰落率（基準日：3月13日）

出所：Bloomberg

株価指数と投資家動向（2008年1月～2008年3月13日）

出所：SEBI、Bloomberg
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市場 指数
前日比
騰落率

年初来
騰落率

インド NIFTY -5.1% -26.3%

中国 上海総合指数 -2.4% -25.9%

香港 ハンセン指数 -4.8% -19.0%

オーストラリアASX200 -2.3% -18.6%

米国 ダウ工業株30 0.3% -5.1%

英国 FT100 -1.5% -10.3%

ドイツ DAX -1.5% -16.8%

日本 日経平均株価 -3.3% -15.4%
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投資信託に係るリスクについて
投資信託は、主に国内外の株式、公社債などの値動きのある証券等に投資しますので、基準価額は変動
します。当該資産の市場における取引価格の変動や為替の変動等を要因として、基準価額の下落により
損失が生じ、投資元金を割り込むことがあります。したがって、元金が保証されているものではありません。
また、投資信託は、個別の投資信託ごとに投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が
異なることから、リスクの内容や性質が異なりますので、お申込みの際は投資信託説明書（交付目論見
書）をご覧ください。

投資信託に係る費用について
投資信託をご投資いただくお客様には一般的に以下の費用をご負担いただきます。

申込時に直接ご負担いただく費用・・・・・・申込手数料上限3.675％
換金時に直接ご負担いただく費用・・・・・・信託財産留保額上限0.3％
保有期間中に間接的にご負担いただく費用・・・・・・信託報酬上限2.0％
その他費用・・・・・・上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があります。

─ ╩ ╗その他費用は運用状況等により変動するものであり、
事前に料率、上限額等を示すことができません。
詳細につきましては投資信託説明書╩↔ ↄ∞↕™⁹

＜ご注意＞
上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料
率につきましては、ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社が運用するすべての投資信託のうち、徴
収するそれぞれの費用における最高の料率を記載しております。
投資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、お申込みの際には、事前に
投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前交付書面をご覧ください。
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